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研究要旨  
  虐待の精神症状出現のメカニズムとして、昨年度の研究から重要と考えら
れた問題の内、トラウマ反応と解離の症状に関して、質問紙法による調査を

行った。その結果、解離症状はすべての種類の虐待で得点が有意に高く、ト

ラウマ反応は心理的虐待で得点が有意に高かった。また、性的虐待・性被害

調査のプロセス分析から、早期発見に役立つサインを明確にし、アセスメン

トの方法を明らかにすることが重要であることが判明した。それに加え、北

米でのアセスメントの研究から、評価面接に関しては、実地のトレーニング

が必要であることが明らかになった。 
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A．研究目的                                                         

  研究１：被虐待児のトラウマ反応と

解離症状に関する研究 

  被虐待児は行動障害、人格障害、気

分障害などの精神的問題を持ってくる

危険性が高いことが欧米で指摘されて

いる。本研究は、実際に日本における

被虐待児の精神的問題とそのメカニズ

ムを検討し、早期介入および治療によ

って現在及び将来の精神障害を治療・

予防する方法を探ることが目的である。 

  昨年度の文献的研究より、被虐待体

験と注意欠陥および破壊的行動障害

（注意欠陥／多動性障害、反抗挑戦性

障害、行為障害）は密接な関係がある

ことが明らかになった。また、精神保

健外来を受診した被虐待児の検討から、

被虐待児の精神的問題のメカニズムを

明らかにするためには、①愛着の問題、

②トラウマ反応、③自己制御能力の問

題、④解離の状態、に関して更なる検

討が必要であることが明らかになった。

さらに、トラウマの問題およびそれに

よると考えられる解離の問題に関して

は、既存の質問紙があり、その使用が

十分可能であることが示唆された。 

  その様な前年度の研究結果を受けて、

今年度は、被虐待児のトラウマ反応と

解離症状について明らかにすることを

目的として施設入所児に対する質問紙



法による調査を行った。 

 

  研究 2：性的虐待・性被害への対応

プロセスに関する研究 

  虐待への対応は少しずつ確立されて

きているが、子どもの性的虐待や性被

害に対しての対応方法に関してはほと

んど手がつけられていないのが現実で

あり、その方法の確立が本研究の最終

目的である。昨年度の研究では文献研

究より性的虐待に関してどのような知

見があるのかを把握し、さらに、専門

家が関与した 39 事例に関しての実情

を把握する調査を行って、統計的結果

につき考察した。 

  本年度は、性的虐待対応プロセスに

おける問題点とそれを改善する方法に

ついて明らかにすることを目的に、昨

年度行った調査の各事例を細かく検討

し、その問題点を研究した。 

 

研究 3：被性的虐待児への面接方法に

関する研究(北米での例を中心に)  

  昨年度の研究結果から、性的虐待対

応のプロセスに於いて非常に重要なポ

イントになると考えられた面接の方法

を探ることを目的に、性的虐待対応先

進国であるアメリカおよびカナダの例

を研究した。 

 

B．研究方法 

  研究１：被虐待児のトラウマ反応と

解離症状に関する研究 

  前年度の研究で子どもの心理的問題

を明らかにするために、いくつかの質

問紙法があることが明らかとなった。

その内、子どものトラウマ症状チェッ

ク リ ス ト Trauma Syndrome 

Checklist for Children (TSCC),およ

び子どもの解離症状に関するチェック

リスト（CDC）を使用した。CDCに関

しては日本語訳が存在しなかったため、

質問紙作成者である Putnam に翻訳を

して研究を行う許可を得て西澤が翻訳

し、研究協力者全員で検討を行った。

これに虐待体験の有無に関する調査票

を加え、3種類の調査を行った。 

  対象は、研究協力者が関係しており、

調査によって明らかになった子どもの

精神的問題に対処できる児童養護施設

6 施設（栃木県、埼玉県、東京都、大

分県）とし、虐待体験の有無に関する

調査票と CDC を担当者に記入しても

らい、その内 8 才以上の子どもに関し

ては子どもに TSCCを直接記載しても

らった。ただし、8 歳以上であっても

精神遅滞などで TSCC が記入できなか

った例は除いた。 

  以上の 3 質問紙を統計学的に検討し

た。 

 

  研究 2：性的虐待・性被害への対応

プロセスに関する研究 

  昨年度、専門家が関与した性的虐待

に関する調査を行い、39 例に関して統

計的な検討を行った。その結果、様々

な示唆が得られたが、それだけでは対

応プロセス上に関しての問題点の把握

が不十分であった。従って、今年度は

その 39 例に関して、1 例ずつ事例を検

討し、対応プロセス上の問題点を浮か

び上がらせる作業を行った。 

  プライバシーの問題から、事例を報

告書に挙げることは出来ないが、検討

結果につき報告し、それを改善する方

法につき考察した。 

 



  研究 3：被性的虐待児への面接方法

に関する研究(北米での例を中心に)  

  性的虐待対応に関する先進国である

北米での面接法について文献的に研究

した。特に米国ロサンジェルスとカナ

ダ ブリティッシュコロンビア州にお

ける性的虐待を受けた子どもへの面接

法につき細かく検討し、考察を加えた。 

 

C．研究結果および考察 

  研究１：被虐待児のトラウマ反応と

解離症状に関する研究 

  調査した 179 人中何らかの虐待を受

けていた児は 79.3％いた。CDC の得点

は虐待群で有意に高かった。解離性障

害を疑わせるカットオフポイントとさ

れている 12 ポイントを上回った児は

前調査対象の 7.3％に当たっていた。

TSCC の得点に関しては心理的虐待の

み被虐待群に比較して有意に高い得点

となっていた。 

  これらのことから、どのような虐待

でも解離性障害をひきおこす可能性の

が高いことが示唆され、解離性障害に

至っている子どもも少なからずいるこ

とが明らかになった。被虐待児の精神

症状とその治療を考える時には解離症

状は重要なポイントとなることが示唆

された。 

  また、トラウマ反応に関しては、心

理的虐待とトラウマ反応の相関が高い

ことが明らかとなった。心理的虐待は

発見が困難な虐待であるが、そのトラ

ウマ反応は大きいと考えられ、早期の

介入と治療が必要であることが明らか

となった。 

 

  研究 2：性的虐待・性被害への対応

プロセスに関する研究 

  性的虐待・性被害に関する対応プロ

セス研究からは、現時点では早期発見

に繋がる子どものサインを明らかにし、

アセスメントの方法を確立することが

最も大切なことであると考えられた。

その後の対応においては、精神症状が

強いにもかかわらず、治療に繋がって

いないケースが多いことから、治療の

重要性が認識されていく必要がある。

また、施設内の子ども同士の性的被害

に関しても対応マニュアルが必要であ

ると考えられた。 

 

  研究 3：被性的虐待児への面接方法

に関する研究(北米での例を中心に)  

  北米での研究からは、子どもへの面

接が大切であり、その技法の習得が非

常に重要なポイントになることが明ら

かとなった。被害児の安心感を高めて

表現を促進し、保護するかが示されて

いた。また、被虐待児への面接は非常

に繊細に行う必要があり、いたずらに

繰り返すことはデメリットが多いため、

面接結果を必要とする機関が合同で行

うことも実際に行われている。 

  研究 2 の結果からガイドラインの必

要性とアウトラインは明らかになった

が、アセスメントに関しては実地のト

レーニングが必要であることが明確と

なった。 

 

D .結論 

  昨年度の研究から、虐待が精神症状

を引き起こすメカニズムとして、1．愛

着の問題、2．自己制御の問題、3．ト

ラウマの問題、4．解離の問題、が重要

であることが示唆されていた。その内、



やはり昨年度の研究から、質問紙調査

が可能と考えられたトラウマの問題と

解離の問題に関して施設入所児を対象

に調査を行い、虐待との関連が裏付け

られた。今後、愛着の問題、自己抑制

の問題に関しても詳細を明らかにし、

早期介入による将来の精神障害や人格

障害の予防に繋がる治療法を確立する

基礎とすることが必要である。 

  性的虐待に関してはその介入プロセ

スの中で、ガイドラインのポイントと

なる点を明らかにした。今後、それに

添ってガイドラインを作成することが

必要であるが、それに加えて、評価面

接に関しては実地のトレーニングが不

可欠と考えられた。 


